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１）	 博士論文名：	 

	 西谷順平『会計保守主義の研究	 −会計史の経済分析と GAAP の再発見−』	 

２）	 目次：	 別添の通り。	 

３）	 各章の要約	 

	 序章では、問題提起が行われている。そこでは、昨今、国際会計基準の策定を契機として、

世界各国の会計基準が同じ俎上で議論されるようになり、それを受けて、会計基準設定におけ

る多くの基本的論点が改めて問われるようになってきており、会計保守主義が、そういった基

本的論点のうちの重要な一つとして数えられることが指摘されている。その上で、しかしなが

ら、保守主義は、会計実務上、会計基準設定上、そして、会計学上におけるその大きな存在感

とは裏腹に、これまで明確な定義が共有されないまま、その是非について議論が繰り返されて

きた興味深い概念であり、昨今の保守主義についての議論も錯綜していることが紹介されてい

る。そこで、保守主義をめぐる議論を整理し、会計基準設定についてのより本質的な議論を可

能にするために、改めて保守主義とはそもそも何だったのかについて素朴に問い直すことの必

要性が提起されている。	 

	 この問題提起を受けた本論部分は、２部構成となっている。まず、第１部では、保守主義を会

計情報にかかる下方バイアスだとおおまかに捉え、現在の会計情報システムにおける位置づけを

議論した上で（第 1 章）、会計実務の発達してきた歴史のなかでどのように育まれてきたのかに

ついて、その背景とロジックが分析されている（第 2、3 章）。そして、第 2 部では、会計情報シ

ステムにおいて、下方バイアスがどのような影響をもたらすのかについて分析した上で、保守主

義のタイプを四つに類型化し（第 4 章）、それらについて二つずつ分析がおこなわれている（第

5、6 章）。各章の概要は以下のようにまとめられる。	 

	 第 1 章では、序章の問題提起を受け、会計上の保守主義について考察していく最初の作業とし

て、その前提となる会計情報システムと保守主義の関係について再検討されている。そこでは、

そもそも会計情報作成とはどのようなものであり、保守主義などといった方針ないし思考がそこ

へどのように介在することができるのかという基本的な論点が考察されている。また、現代の会

計実務を前提にして、どのような会計情報システムが実際に採用されており、そこへ保守主義が

どのように介在しているのか、さらに、そこでの会計基準の役割と限界について、保守主義との

関係から改めて確認が行われている。第１章の議論からは、保守主義が会計情報システムに対し

て三種類の影響を与えうることが確認されている。つまり、同じ下方バイアスでありながら、保

守主義には三つのタイプがあることが指摘されている。また、その議論の過程において、現在の

会計実務で採用されている会計情報システムの一般的な解釈から、「保守主義のパラドックス」

が導かれることが示されている。そして、保守主義を具現化した会計基準がもし存在するとすれ

ば、それはすべて会計基準体系の限界事例であり、会計情報システムにエラーを生じさせるもの

であることが指摘されている。	 

	 第２章では、会計実務の発達してきた歴史を、その起源から中世イタリア時代まで、保守主義
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をキーワードとして考察している。これは、なぜ現在の会計基準体系が、会計研究や会計基準設

定そのものよりも長い歴史を持つ、低価法といった保守的な会計実務を包摂して設定されなかっ

たのか、そして、なぜ現在においても、減損会計といった限界事例を新たに会計基準体系に加え

るのかという、前章での問題提起に答えるためであると説明される。その議論の過程においては、

現代の会計保守主義には、「慎重主義」と「伝統主義」という意味で「保守主義の二重性」が認

められることが指摘されている。また、材料がなく推論するしかない保守主義と会計の起源との

関係について考察するために、神経科学についても触れられている。第２章の議論からは、現代

の保守主義のルーツが、実現基準と低価法からなる「フィレンツェの保守主義」にあったこと、

そして、それが複式簿記システムの完成と同時に、会計情報システムのプログラムとしてインス

トールされていたことが確かめられている。そこでは、清算・再投資の擬制のもとで分配利益計

算が行われていたが、「支払いの不可逆性」のために、とくに組織が大きくなってくると、下方

バイアスをかけるインセンティブが生じていたことが、定式化された上で証明されている。	 

	 第３章では、前章で確認された「フィレンツェの保守主義」が、その後、社会経済の発展とと

もに、どのような経緯をたどったのかについて考察されている。第１章では、なぜ 600 年以上も

の歴史のある低価法を現在の会計基準体系にとりこまなかったのか、なぜ現在においても、保守

主義を否定しながら、減損会計という保守主義を具現化したような限界事例を体系に新たに加え

ようとするのかという問題提起が行われていた。それに対して、本章では、保守主義が、どのよ

うに社会に定着し伝統となっていったのか、そして、なにゆえ現代において否定的な取り扱いが

なされるようになってしまったのかという、その経緯とロジックについて検討が行われている。

その議論の過程においては、固定資産の出現により「フィレンツェの保守主義」をどのように適

用すればよいのかを考えなければならなくなったことが、近代会計学発祥の契機となったことが

指摘されているほか、固定資産会計の問題をどのように解決していくかについて、ドイツやイギ

リス、アメリカでそれぞれ異なる経緯をたどったことが示される。本章の議論からは、「フィレ

ンツェの保守主義」がヨーロッパ大陸において商法に取り込まれ定着していくことが確認されて

いる。しかし、その後、固定資産会計が出現したことにより、そういった伝統的な会計フレーム

ワークが解体され、減価償却を正当化する新しい会計フレームワークと共存していくことになっ

たことが示される。そして、その状況において「保守主義の原則のパラドックス」の問題が生み

出されること、また、その問題を回避しようとしても「保守主義のジレンマ」を抱えてしまうこ

とが指摘されている。最後に、アメリカにおいては、期せずしてこの「保守主義のジレンマ」を

抱えてしまった経緯が示されている。そして、その結果として、保守主義は否定されながらも、

見えない上位概念として存在しており、それゆえに第１章の分類におけるタイプ 3 の保守主義が

会計基準体系に残され、また生み出されているという結論が、第 1 章の問題提起に対して与えら

れている。	 

	 第 4 章では、会計情報システムに対して下方バイアスをかけることの帰結について考察が行わ

れている。第 3 章では、株式市場に役立つ理想的な会計情報システムがいずれ策定されたとして、
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そこで保守主義が本当に必要とされないのかという問題提起が行われていた。一般に、バイアス

をかけることは、情報を歪めることになり、情報の有用性を損なうこととして理解されている。

本章では、その点について、改めて具体的な会計情報システムを設計し、それを分析することで

確かめている。その議論の過程においては、会計情報システムが有用であるためには単調尤度比

特性(MLRP)が条件であること、また、システマチックな下方バイアスが良い結果についての第一

種過誤を増加させるという悪い効果を生み出すが、同時に、第二種過誤を減少させるという良い

効果も生み出すことが指摘されている。そして、それらが結びつくことで、保守主義がグッド・

ニュースの情報有用性を高めるという GN ハイライト効果を生み出しうることが確かめられてい

る。さらに、保守主義についての実証研究の問題点と課題が提示されている。本章の議論からは、

会計情報システムの観点からみて、下方バイアスが会計情報の有用性を必ずしも低下させるだけ

ではないことが示されている。また、その効果に従って、保守主義は 3 タイプに分けることがで

き、それらが実際にひとつの会計情報システムで共存できることが定式化によって示されている。

そして、現在の会計基準体系によって規定される会計情報システムについても、それら 3 タイプ

の保守主義が基本的にはすでに存在していることが確認される。このことは、会計基準設定機関

が現在の会計基準体系に内包している保守主義の会計基準を排除するのは合理的ではないこと

を示唆していることが指摘されている。最後に、第 1 章から第 4 章までの議論が図によって集約

され、四つのタイプの保守主義が示されている。	 

	 第 5 章では、前章において条件付保守主義として分類された二つのタイプの保守主義、タイプ

3-Ⅲとタイプ 2-Ⅱについて、それらの条件について考察している。第 4 章では、これらのタイ

プの保守主義は、どちらも会計基準体系に採用するべきではないことが示されていた。ただし、

タイプ 3-Ⅲは会計基準設定の政治的プロセスによって採用されうること、また、タイプ 2-Ⅱは

会計基準の不完備性によって行使されうることがあった。本章では、それらの保守主義が需要さ

れる条件について、モラル・ハザード・モデルを使って分析されている。その議論の過程におい

て、まず、タイプ 3-Ⅲについては、会計基準設定機関が、このタイプの保守主義を採用した場

合に、どのような条件のもとで下方バイアスをかけるのかについて分析がおこなわれている。次

に、タイプ 2-Ⅱについては、会計情報が独り歩きして企業の利害を決定してしまう状況として、

確定決算主義をとりあげ、企業がこのタイプの保守主義を採用して下方バイアスをかける条件が

分析されている。本章の議論からは、タイプ 3-Ⅲの保守主義については、ビジネスの成功確率

が十分に低いとき、あるいは、会計情報システムの精度が十分に高いとき、企業がこのタイプの

保守主義を採用するのが合理的となることが示されている。こういった条件は、低価法や減損会

計の採用が合理的であることを示唆していると説明されている。他方、タイプ 2-Ⅱの保守主義

については、税費用の期待値が十分高いとき、企業がこのタイプの保守主義を採用するのが合理

的となることが示される。また、税務当局の利害があわせて分析され、確定決算主義のもとでは、

会計基準設定機関と税務当局がお互いに協力しあって会計基準を設定していくインセンティブ

をもっていることが示されている。	 
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	 第 6 章では、無条件保守主義として分類される二つのタイプの保守主義、タイプ 3-Ⅱとタイ

プ 1-I について分析が行われている。第 4 章において、タイプ 3-Ⅱは、会計基準体系に採用す

るべきではないが、会計基準設定機関の判断により裁量的に採用されるものであることが示され

ていた。一方、タイプ 1-I は、必ず採用すべき下方バイアスであることが示されていた。本章で

は、前者に対しては、エラーの反転効果を考慮しても、なお会計情報システムの有用性を落とす

のかどうかについて分析されている。後者に対しては、どの程度の保守主義が採用されるのかに

ついて分析されている。その議論の過程においては、会計情報がキャッシュフローにアンカリン

グされているために、情報エラーが必ず後の期間で修正されるという、反転効果について議論が

行われている。そして、反転効果を反映した会計情報システムを組み込んだ、二期間のモラル・

ハザード・モデルが分析されている。一方、タイプ 1-I の保守主義については、それが、会計情

報の意思決定有用性の構成要素である、信頼性を意味していることが指摘される。そして、最適

な目的適合性と信頼性の組み合わせを選択するという、会計基準設定機関の意思決定問題として

定式化されたモデルが分析されている。本章の議論からは、タイプ 3-Ⅱの保守主義については、

たとえ反転効果が存在しても、会計基準設定機関はこのタイプの保守主義を採用するには多大な

社会的コストをともなうことが示される。一方、タイプ 1-I の保守主義の分析を通して、信頼性

と目的適合性の最適な選択結果については一般的な傾向が存在せず、そういった状況において補

足情報が重要性を増したり、会計情報の外縁が広がっていったりすることが示されている。最後

に、キャッシュフロー計算書が、信頼性を補償する補足情報として重要であることが示される。

その点で、清算・再投資の擬制から離脱した、固定資産出現時あたりにキャッシュフロー計算書

の起源があることが推察されている。	 

	 終章では、これまでの第 1 部と第 2 部の議論をまとめた上で、会計基準設定機関に対する 5 点

のコメントという形で議論が締めくくられている。すなわち、１）保守主義にタイプが四つある

ことを認識するべきである、２）また、キャッシュフロー計算書の保守主義補完機能を認識する

べきである、３）その上で、保守主義の原則は撤廃するべきである、４）しかし、現在の保守的

会計基準を即座に撤廃する必要はない、５）ただし、「保守主義のジレンマ」を自覚すべきであ

る、というものである。なかでも、筆者は、会計基準設定機関自身が「保守主義のジレンマ」を

抱えていることを自覚すべきであるという最後の点をもっとも重要であると述べている。なぜな

ら、この自覚がないまま保守主義をめぐる会計基準設定の議論をおこなっていることが、序章で

提起されていたように、保守主義の議論を錯綜させることに大きくつながっていたと考えられる

からである。	 

	 

４）	 参考文献：別添の通り。	 
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